
要介護認定申請担当  

  

変更申請をされる場合に確認していただきたい事項  

  

介護保険法第 29 条の規定から 

要介護認定を受けた被保険者は，その介護の必要の程度が現に受けている要介護認定に係る要介護状

態区分以外の要介護状態区分に該当すると認めるときは，厚生労働省令で定めるところにより，市町

村に対し，要介護状態区分の変更の認定の申請をすることができる。  

【現に受けている要介護状態区分以外の要介護状態区分に該当するとは】  

 その介護の必要の程度が現に受けている要介護認定に係る要介護状態区分以外の要介護状態区分に該当

する判断は，主治医やケアマネジャーの判断になると思われます。  

ただし，要介護状態区分は，要支援１から要介護５までの介護度で判断するため，同じ要介護状態区分

でも差異があります。例えば，同じ要介護３でも要介護２に近い方，要介護４に近い方がおられます。      

また，要支援２と要介護１は，介護に係る手間が同じであり，①疾病や外傷等により心身の状態が安定

していない状態，②認知機能や思考・感情等の障害により十分な説明を行ってもなお，予防給付等の利 

用に係る適切な理解が困難である状態 のどちらかに該当する場合に要介護１と判定されます。  

  

  

１．一次判定結果を変更する際に勘案しない事項について  

 介護認定審査会で一次判定結果を変更する際に勘案しない事項が定められています。（別紙４）  

 (1)既に当初の一次判定の結果で勘案された心身の状況  

 (2)既に認知機能・状態の安定性の評価結果で勘案された心身の状況  

 (3)介護に要する時間とは直接的に関係しない事項 

年齢，罹患している傷病及び加療の状況  

 (4)心身の状況以外の状況  

    施設入所・在宅の別、住宅環境 

家族介護者の有無  

     現に受けているサービス  

  

 詳細は別紙４を御参照ください。  

  



  

（別紙４）  

 

要介護状態等区分の変更等の際に勘案しない事項について  

  

介護認定審査会における審査判定は、要介護認定等基準時間等に基づいて設定されている要介護認定

基準及び要支援認定基準に照らして行うものであり、介護の手間に係る審査判定の際の具体的な検討に

おいては、特記事項、主治医意見書の内容に基づき、通常の例に比べてより長い（短い）時間を介護に

要するかどうかの判断に基づいて行うこととする。  

また、状態の維持・改善可能性の審査判定の際の具体的な検討においては、認定審査会資料に示され

た認知機能・状態の安定性の評価結果を原案として、特記事項、主治医意見書の内容に基づき、別紙５

の「予防給付の適切な利用が見込まれない状態像」を参照して、要介護１又は要支援２のいずれの要介

護状態等区分に該当するかの判断に基づいて行うこととする。ただし、以下に掲げる事項を勘案して基

本調査の調査結果の一部修正や一次判定の結果及び認知機能・状態の安定性の評価結果の変更を行うこ

とはできない。  

なお、別紙６の参考指標を用いて判定結果の妥当性を検証することは差し支えない。  

  

Ⅰ 基本調査結果の一部修正  

  

以下の事項に基づいて基本調査の調査結果の一部修正を行うことはできない。ただし、基本調査では

得られなかった状況が特記事項又は主治医意見書の内容（認定審査会における認定調査員及び主治医の

発言を含む。以下同じ。）等によって新たに明らかになった場合は必要に応じて変更を行うことができ

る。  

  

１ 既に当初の一次判定の結果で勘案された心身の状況  

1) 基本調査の調査結果と一致する特記事項の内容  

特記事項の内容が基本調査の調査結果と一致し、特に新たな状況が明らかになっていない場合は、

その内容に基づいて基本調査結果の一部修正を行うことはできない。  

2) 基本調査結果と一致する主治医意見書の内容  

主治医意見書の内容が基本調査の調査結果と一致し、特に新たな状況が明らかになっていない場合

は、その内容に基づいて基本調査結果の一部修正を行うことはできない。  

  

２ 根拠のない事項  

1) 特記事項又は主治医意見書に基づかない審査対象者の状況  

特記事項又は主治医意見書の内容に特に記載がない場合は、記載されていない内容に基づいて基本

調査結果の一部修正を行うことはできない。  

 

 

 

  



Ⅱ 介護の手間に係る審査判定における一次判定結果の変更  

  

以下の事項に基づいて一次判定の結果を変更することはできない。ただし、特記事項又は主治医意見

書の内容に基づいて介護に要する時間が延長又は短縮していると判断される場合は一次判定の結果の変

更を行うことができる。  

  

１ 既に当初の一次判定の結果で勘案された心身の状況  

1) 基本調査結果と一致する特記事項の内容  

特記事項の内容が基本調査の調査結果と一致し、特に新たな状況が明らかになっていない場合は、

その内容に基づいて一次判定の結果の変更を行うことはできない。  

2) 基本調査結果と一致する主治医意見書の内容  

主治医意見書の内容が基本調査の調査結果と一致し、特に新たな状況が明らかになっていない場合

は、その内容に基づいて一次判定の結果の変更を行うことはできない。  

  

２ 根拠のない変更  

1) 特記事項又は主治医意見書に基づかない審査対象者の状況  

特記事項又は主治医意見書に特に記載されていない状況を理由として一次判定の結果の変更を行う

ことはできない。  

  

３ 介護に要する時間とは直接的に関係しない事項  

1) 年齢  

審査対象者の年齢を理由として一次判定の結果の変更を行うことはできない。  

2) 長時間を要するが自立している行為  

ある行為について時間はかかるが自分で行っている（自立してる）場合は、時間がかかっているこ

とを理由として一次判定の結果の変更を行うことはできない。  

ただし、長時間を要する「見守り」を行っており、その「見守り」によって、介護に要する時間が

延長又は短縮していると判断される場合は変更を行うことができる。  

3) 参考指標  

別紙６の参考指標のみを理由として一次判定の結果の変更を行うことはできない。  

ただし、特記事項、主治医意見書の内容に基づき、介護に要する時間が延長又は短縮していると判

断され、一次判定の結果の変更をした場合に限らず、変更しない場合においても、参考指標を検証の

ために使用することは差し支えない。  

4) 認知機能・状態の安定性の評価結果  

認定審査会資料に示された認知機能・状態の安定性の評価結果を理由として一次判定の結果の変更

を行うことはできない。  

 

 

 



４ 客観化できない心身の状況  

1) 審査対象者の意欲の有無  

審査対象者の意欲の有無を理由として一次判定の結果の変更を行うことはできない。  

ただし、特記事項又は主治医意見書に記載されている内容に基づき、本人の意欲の有無が原因とな

って、介護に要する時間が延長又は短縮している具体的な状況が生じていると判断される場合は変更

を行うことができる。  

  

５ 心身の状況以外の状況  

1) 施設入所・在宅の別、住宅環境  

施設入所しているか又は在宅であるか、あるいは審査対象者の住宅環境を理由として一次判定の結

果の変更を行うことはできない。  

ただし、特記事項又は主治医意見書に記載されている内容に基づき、施設入所・在宅の別、住宅環

境が原因となって、介護に要する時間が延長または短縮していると判断される場合は変更を行うこと

ができる。  

2) 家族介護者の有無  

家族介護者の有無を根拠として一次判定の結果の変更を行うことはできない。  

ただし、特記事項又は主治医意見書に記載されている内容に基づき、家族介護者の有無が原因とな

って、介護に要する時間が延長または短縮していると判断される場合は変更を行うことができる。  

3) 抽象的な介護の必要性  

特記事項又は主治医意見書に、「介護の必要性が高い」等の抽象的な介護の必要性に関する記載の

みがあり、具体的な状況に関する記載がない場合は、その内容を理由として一次判定の結果の変更を

行うことはできない。  

4) 審査対象者の希望  

特記事項又は主治医意見書に、「本人は介護給付を希望している」等の記載があることを理由とし

て一次判定の結果の変更を行うことはできない。  

5) 現に受けているサービス  

特記事項又は主治医意見書に、「現に介護サービスを受けている」等の記載があることを理由とし

て一次判定の結果の変更を行うことはできない。  

  

  

  

  

  

  

 

 

 

  



Ⅲ 状態の維持改善可能性に係る審査判定における認知機能・状態の安定性の 

評価結果の変更  

  

以下の事項に基づいて認知機能・状態の安定性の評価結果の変更を行うことはできない。ただし、特

記事項又は主治医意見書の内容に基づいて別紙５に示した予防給付の適切な利用が見込まれない状態像

に該当する、あるいは該当しないと判定した場合には認知機能・状態の安定性の評価結果の変更を行う

ことができる。  

  

１ 既に認知機能・状態の安定性の評価結果で勘案された心身の状況  

1) 基本調査結果と一致する特記事項の内容  

特記事項の内容が基本調査の調査結果と一致し、特に新たな状況が明らかになっていない場合は、

その内容に基づいて認知機能・状態の安定性の評価結果の変更を行うことはできない。  

2) 基本調査結果と一致する主治医意見書の内容  

主治医意見書の内容が基本調査の調査結果と一致し、特に新たな状況が明らかになっていない場合

は、その内容に基づいて認知機能・状態の安定性の評価結果の変更を行うことはできない。  

  

２ 根拠のない変更  

1) 特記事項又は主治医意見書に基づかない審査対象者の状況  

特記事項又は主治医意見書に特に記載されていない状況を理由として認知機能・状態の安定性の評

価結果の変更を行うことはできない。  

  

３ 状態の維持・改善可能性とは直接的に関係しない事項  

1) 年齢  

審査対象者の年齢を理由として認知機能・状態の安定性の評価結果の変更を行うことはできない。  

2) 罹患している傷病及び加療の状況  

審査対象者の罹患している疾病や外傷の傷病名、あるいは、疾病や外傷の症状の軽重及び症状が不

安定であることを理由として認知機能・状態の安定性の評価結果の変更を行うことはできない。ま

た、加療の状況や日内変動の有無を理由として認知機能・状態の安定性の評価結果の変更を行うこと

はできない。  

ただし、認知機能・状態の安定性の評価結果にて予防給付に相当するとされた審査対象者につい

て、特記事項又は主治医意見書に記載されている内容に基づき、傷病や外傷により短期間で心身の状

態が変化することが予想され、それに伴い要介護度の変化も短期間で生ずる恐れが高く、短期間（概 

ね６か月程度）での要介護状態の再評価が必要と判断される場合は変更を行うことができる。  

3) 一次判定の結果  

認定審査会資料に示された一次判定の結果を理由として認知機能・状態の安定性の評価結果の変更

を行うことはできない。  

 

 

 



4) 介護の手間  

審査対象者にかかる介護の手間の多少を理由として認知機能・状態の安定性の評価結果の変更を

行うことはできない。要介護認定等基準時間を認知機能・状態の安定性の評価結果の変更の根拠に

用いることはない。  

 

４ 客観化できない心身の状況  

1) 審査対象者の意欲の有無  

審査対象者の意欲の有無を理由として認知機能・状態の安定性の評価結果の変更を行うことはでき

ない。  

  

５ 心身の状況以外の状況  

1) 施設入所・在宅の別、住宅環境  

施設入所しているか又は在宅であるか、あるいは審査対象者の住宅環境を理由として認知機能・状

態の安定性の評価結果の変更を行うことはできない。  

2) 家族介護者の有無  

家族介護者の有無を根拠として認知機能・状態の安定性の評価結果の変更を行うことはできない。  

3) 抽象的な介護等の必要性  

特記事項又は主治医意見書に、「介護の必要性が高い」、「介護給付がふさわしい」等の抽象的な記

載のみがあり、具体的な状況に関する記載がない場合は、その内容を理由として認知機能・状態の安

定性の評価結果の変更を行うことはできない。  

4) 審査対象者の希望  

特記事項又は主治医意見書に、「本人は介護給付を希望している」等の記載があることを理由とし

て認知機能・状態の安定性の評価結果の変更を行うことはできない。  

5) 現に受けているサービス  

特記事項又は主治医意見書に、「現に介護予防サービスを受けている」等の記載があることを理由

として認知機能・状態の安定性の評価結果の変更を行うことはできない。  


